別紙様式１

令和５年度障害福祉サービス等処遇改善計画書確認票

○事業者基本情報等

	法人名
	

	本件の連絡先
（※内容が不明の場合照会させていただくことがあります。）
	住　　所
	

	
	電話番号
	

	
	担当者氏名
	

	
	メールアドレス
	

	障害福祉サービス提供月
	令和　　　年　　　月～令和　　　年　　　月（　　　か月）

	賃金改善実施期間
	令和　　　年　　　月～令和　　　年　　　月（　　　か月）

	令和４年度の処遇改善加算（※）
	１　算定している（前年度と加算区分の変更：　あり　・　なし）
２　算定していない

	令和４年度の特定処遇改善加算（※）
	１　算定している（前年度と加算区分の変更：　あり　・　なし）
２　算定していない

	令和４年度のベースアップ等
支援加算（※）
	１　算定している
２　算定していない


※「令和４年度の処遇改善加算」「令和４年度の特定処遇改善加算」「令和４年度のベースアップ等支援加算」
令和４年度に算定している場合は「１　算定している」としたうえで、加算区分の変更の有無についても選択すること。
　
○届出書類確認表

	
	申請書類
	様式等
	確認欄

	1 
	令和５年度障害福祉サービス等処遇改善計画書確認票
	別紙様式１（本紙）
	

	2 
	障害福祉サービス等処遇改善計画書
	別紙様式２－１
	

	3 
	福祉・介護職員処遇改善計画書（施設・事業所別個票）
	別紙様式２－２
	

	4 
	福祉・介護職員等特定処遇改善計画書（施設・事業所別個票）
	別紙様式２－３
	

	5 
	福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画書（施設・事業所別個表）
	別紙様式２－４
	

	6 
	障害福祉サービス等処遇改善計画書（特定加算における職員分の変更特例）
	別紙様式２－５
	

	7 
	特別な事情に係る届出書
	別紙様式５
	


	8 
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	新様式（児・者）
	

	9 
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	新様式（児・者）
	


※１　確認欄には、添付したものに「○」印、添付不要（省略）のものに「－」印を記入する。
※２　⑥、⑦については、該当となる事業者のみ提出する。
※３　⑧、⑨については、前年度と異なる区分の加算を算定する場合及び令和５年度から新たに加算を算定する場合に提出する。


別紙様式１

令和５年度障害福祉サービス等処遇改善計画書届出確認票

○事業者基本情報等

	法人名
	〇〇法人　

	本件の連絡先
（※内容が不明の場合照会させていただくことがあります。）
	住　　所
	〒390－XXXXX

松本市○○○○○

	
	電話番号
	0263-XX-XXXX

	
	担当者氏名
	○○　○○


XXXXXX-XXXXXX@XXXXX.ne.jp

	

	障害福祉サービス提供月
	令和５年４月～令和６年３月（　12か月　）

	賃金改善実施期間
	令和５年６月～令和６年５月（　12か月　）

	令和４年度の処遇改善加算（※）
	１　算定している（前年度と加算区分の変更：　あり　なし）
２　算定していない

	令和４年度の特定処遇改善加算（※）
	１　算定している（前年度と加算区分の変更：　あり　なし）
２　算定していない

	令和４年度のベースアップ等
支援加算（※）
	１　算定している
２　算定していない


※「令和４年度の処遇改善加算」「令和４年度の特定処遇改善加算」「令和４年度のベースアップ等支援加算」
令和４年度に算定している場合は「１　算定している」としたうえで、加算区分の変更の有無についても選択すること。
　

○届出書類確認表
	
	申請書類
	様式等
	確認欄

	10 
	令和５年度障害福祉サービス等処遇改善計画書確認票
	別紙様式１（本紙）
	

	11 
	障害福祉サービス等処遇改善計画書
	別紙様式２－１
	〇

	12 
	福祉・介護職員処遇改善計画書（施設・事業所別個票）
	別紙様式２－２
	〇

	13 
	福祉・介護職員等特定処遇改善計画書（施設・事業所別個票）
	別紙様式２－３
	〇

	14 
	福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画書（施設・事業所別個表）
	別紙様式２－４
	〇

	15 
	障害福祉サービス等処遇改善計画書（特定加算における職員分の変更特例）
	別紙様式２－５
	-

	16 
	特別な事情に係る届出書
	別紙様式５
	-


	17 
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	新様式（児・者）
	〇

	18 
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	新様式（児・者）
	〇


※１　確認欄には、添付したものに「○」印、添付不要（省略）のものに「－」印を記入する。
※２　⑥、⑦については、該当となる事業者のみ提出する。
※３　⑧、⑨については、前年度と異なる区分の加算を算定する場合及び令和５年度から新たに加算を算定する場合に提出する。
記載例








